
 

- 1 - 

 

 

平成 30 年度（2018 年度）事業計画 

Ⅰ．はじめに 

 平成 29 年（2017 年）における来阪外国人旅客数は、1,111 万人 

（速報値）となり、この年度の目標としていた 1,045 万人も超え過去最

高を記録した。日本全体においても 2,869 万人（速報値）となり JNTO

が統計を取り始めた 1964 年以降最多となっており、訪日旅行機運は継続

して堅調を維持、一方、国内旅行需要は宿泊旅行統計調査データによれ

ば、対前年度においてほぼ横ばいという状況となった。 

 

 大阪観光局は、日本版 DMO 法人（地域連携）に登録され、地方創生推

進交付金（いわゆる DMO 交付金）の交付を受けた事業については２年目

となり、DMO 戦略策定、マーケティング強化など、DMO 法人として着実

に組織体制を整えているところである。平成 30 年度は、さらに DMO 組

織としての機能強化を図るため組織体制の変更も行う予定である。主な取

り組みとしてこれまで取り組んできた国内、海外でのプロモーションや、

海外と大阪の学校交流を中心とした教育旅行事業、Osaka Free Wi-Fi な

どの事業を継続、拡充するとともに、マーケティング機能強化のためのリ

サーチ事業やデータ分析事業、「スポーツ」「食」「ウェルネス」「文化・エ

ンターテインメント」など、大阪ならではの観光コンテンツをテーマに観

光商品開発を進める。また、大阪府の宿泊税を活用して、リニューアルオ

ープンした大阪観光案内所（トラベルサービスセンター大阪（愛称：おも

てなしステーション））では、２４時間多言語コールセンターの開設ととも

に機能の充実を図っている。その他、大阪周遊パスの販売の拡大は継続し

て取組んでおり 150 万枚以上の売り上げが見込まれるとともに、オフィ

シャルスポンサーを現在 4 社（うち１社条件協議中）獲得しているなど、

継続した自主財源の拡充にも努めていく。 

 

 大阪・関西を取り巻く状況として 2019 年のラグビーワールドカップ、 

2020 年の東京オリンピック・パラリンピック、2021 年にはワールドマ

スターズゲームズ 2021 関西を控え、スポーツのゴールデンイヤーとも言

われており大阪・関西の認知度向上の絶好の機会を控える。そして、IR施

設の誘致、2025 年の万博の誘致も本格化しており、大阪の観光産業が地

域の総合的成長産業として、益々重要性を増している。 
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 このような状況の中、大阪観光局は、「大阪観光局 DMO 事業戦略」に基

づき、しっかりとした観光地マネージメントを行い、「国際観光都市・大

阪」の実現をめざし着実に事業を進める。 

 なお、今年度は、DMO 事業戦略の中間年に当たるため、これまでの事

業を検証し、後半の事業展開に活かしていく。 

 

Ⅱ．基本的な考え方 

大阪観光局は、大阪の観光推進のプラットホームとして、大阪への経済効

果を最大化するミッションを負っており、 

・数を増やすー世界の中で大阪が目的地として選ばれる取り組みを行う。 

・質を上げるー着地後の消費最大化及び満足度の向上を実現し、大阪の戦

略的な観光地域づくりを促進する。 

・波及させるー観光産業をリードする存在として、大阪経済全体の拡大・

維持、生活の質の向上を図る。 

の３点を軸に、現在の好況を観光産業のみならず、その周辺産業へ波及さ 

せ、さらには、関西経済全体への経済効果へ拡大をめざし、DMO 事業戦

略のコンセプトである、 

1. 24 時間観光都市「大阪」 

2. 関西・西日本観光におけるハブ「大阪」 

3. 多様性あふれる街「大阪」 

の３点を共通コンセプトとして事業を展開する。 

 

Ⅲ．組織強化の方向性 

 DMO 事業戦略に沿って事業を展開するに当たって、組織・人員につい

ては、観光局のミッションである「経済効果の最大化」に向けて、以下の

機能を強化していく。 

①デスティネーションマーケティング（リサーチ） 

 観光関連データに基づき、時々刻々と変化する市場環境や消費者特性を

捉え、リソース（ヒト・モノ・カネ）を最適配分するための分析、意思

決定、調整機能を備える。 

  →市場調査機能を設置し、その分析内容を事業に活かしていく。 

②デスティネーションマネージメント 

 大阪観光の指令塔として、観光地づくりの担い手である府内市町村や民

間事業者等と連携し、具体的な取組みを推進できるようにする。 

  →地域素材開発や、地域連携など観光開発を担う機能の一元化 
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③MICE のより一層の推進 

世界有数の高付加価値経済 MICE 戦略都市の実現に向けて、大阪府、大

阪市、経済界とより一層連携するとともに、MICE 推進に向けた人材を

育成する。 

→MICE 推進部門の強化 

 ④受入環境整備の推進 

 観光案内所や Wi-Fi、大規模ターミナルのサインの改善など、受入環境

整備をより一層進める。 

  →各担当セクションでの受入環境整備の更なる推進 

⑤自主財源の拡充 

 自主財源の拡充に向けて、財源獲得や維持機能を強化する。 

  →事業担当の配置 

⑥人材獲得、育成 

 観光局の付加価値の源泉たる優秀な人材を育成、強化する。 

  →若手職員を中心に継続した教育・育成を行い組織の強化につなげ

る。 

⑦リスクマネジメントの強化 

 事業実施上のリスクを低減するため、法務機能、情報セキュリティ機

能、知的財産管理機能を強化する。 

  →経営管理部門の強化 

 

Ⅳ．事業評価  

 事業遂行にあたっては、常に KPI（重要業績評価指標）に基づく事業の

進捗評価を実施し、事業効果の検証と事業の取捨選択を行う。 

事業効果の検証に際しては、外国人動向調査、経済波及効果等も活用す

る。また、PDCA サイクルを回し、常に業務改善を図る。 

なお、公益財団法人として全ての事業展開においてコンプライアンスの

遵守を優先した取組みに努めることは言うまでもない。 

 

Ⅴ．具体的な事業の内容 

 DMO 事業戦略に沿って、マーケティングデータに基づく具体的な事業

を進め、DMO 交付金を活用し、継続して DMO 事業の充実強化を図る。 
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A 基本的な考え方（主な事業） 

  基本的な事業の考え方と主な事業は、以下の通りである。 

 

＜大きな考え方＞ 

事業展開の視点を、「量」から「質」に転換していく。 

 

基本的な事業の考え方① 

・マーケティング・リサーチの結果をベースに事業展開、効果検証、事業再構

築との PDCA サイクルを回していく。 

・ターゲットを明確にして、ブランディング、プロモーションなどの展開を強

化する。 

※主な事業 

《マーケティング》  

基礎となるデータを押さえ、テーマやターゲットを絞ってリサーチ 

・基礎調査 

 ➢関空調査 

 ➢観光入込客統計調査 

 ➢消費額動向調査（クレジットカード消費調査） 

・テーマ別調査 

 ➢外国人夜間動向調査 

・ターゲット別調査 

 ➢経済波及効果検証（ターゲット国 7 か国、コンセプト 3） 

 

《ブランディング》 

主に欧米豪をターゲットに「OSAKA」をブランディング 

 ➢新キャッチコピー「DOWNTOWN of Japan」、大阪ロゴマーク普及促進 

 

《プロモーション》 

マーケティング・リサーチに基づくプロモーションの展開 

国内） 

 ➢首都圏プロモーション 

 ➢ツーリズム EXPO ジャパン 2018 出展 

海外） 

➢地域の特徴と結びつけた欧米豪プロモーション 

  フランス）ポップカルチャーコンテンツ（日本橋ストリートフェスタとの 

       タイアップ） 
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  ドイツ）堺市の産業等を結び合わせたプロモーション 

 ➢巨大市場である中国からの更なる誘客（デジタルマーケティングの 

活用） 

 ➢新興市場（ベトナム、インドネシア、フィリピン、インド）開拓 

 

《主要テーマ別ツーリズムの展開》 

大阪の強みを活かしたツーリズムの充実、強化 

 ➢「食の都・大阪」ブランディングのためのプロモーション 

 ➢スポーツツーリズムの推進 

 ➢ウェルネス・ツーリズムコンテンツ開発等  

 

《MICE の推進》 

府市経済界など関係者と連携した MICE の推進 

 ➢MICE 推進協議会の運営 

 ➢大阪・関西スポーツツーリズム＆MICE 推進協議会の運営 

 ➢G20 開催協力 

 ➢大阪 MICE デスティネーションショーケースの開催 

 

基本的な事業の考え方② 

・1 千万人を超える外国人観光客の来阪の現状を踏まえ、世界最高水準の受入

環境整備を図る。 

・関西観光本部、府内市町村、府内地域 DMO 等と連携し、観光コンテンツの

充実、掘り起しを図り、観光客の周遊を促す。 

※主な事業 

《世界最高水準の受入環境整備》 

来阪観光客の満足度を高め、再訪を促す。 

・観光インフラの着実な運営 

 ➢観光案内所（おもてなしステーション） 

 ➢24 時間多言語コールセンター 

 ➢OSAKA Free Wi-Fi 

 ➢ガイドブック、マップ 

 ➢ムスリム、ベジタリアン向けリーフレット 

・新たな課題に対応した環境整備 

 ➢新難波観光案内所調査費 

 ➢サイン改善（監理）費 

 ➢AI を活用した事業（チャットボット） 
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 ➢健全な民泊の推進 

 

《関西観光本部、府内市町村、民間企業との連携》 

大阪府内・外との連携強化 

・広域連携 

 ➢関西観光本部との連携（観光庁補助金活用事業（消費額調査、スポーツ調

査、サイン）） 

・府内市町村連携 

 ➢府内地域 DMO との連携（連絡会議） 

 ➢周遊パスのエリア拡大 

 ➢府内各地域協議会への参画 

 ➢観光入込客統計調査（再掲） 

 ➢府内市町村の観光素材開発、広報支援等 

・関係事業者との連携 

 ➢提携企業との事業展開（関西エアポート、USJ、C-trip、銀聯、池田泉州

銀行、ガンバ大阪、セレッソ大阪、オリックスバファローズなど） 

 

基本的な事業の考え方③ 

・大阪観光局 DMO 事業戦略（2016～2020 年）に沿って、営業部門を設け

るなど、DMO 法人としての実力を強化する。 

・なお、DMO 事業戦略の中間年であることから、この間の事業を検証し、計

画年度後半に反映させる。 

※主な事業 

《組織力、営業力の向上》 

大阪観光局の DMO としての実力向上 

・自主財源の構築 

 ➢周遊パス拡充、新規事業構築 

・営業活動の強化 

 ➢賛助会員のフォロー、スポンサー獲得等 

・世界に伍する DMO 推進 

 ➢国際的水準 DMO を目指しての取り組み（UNWTO、観光庁） 

・DMO 事業戦略（2016～2020 の 5 か年）の中間評価 

・万博誘致協力 

 

B 具体的な事業内容（詳細） 

  上記 A に沿って、具体的な事業については、以下の通りである。 
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1 データに基づく市場別のマーケティング 

（1） 戦略的マーケティング調査の本格的実施 

・昨年設置をしたマーケティング担当部署による関空アンケート調査の

継続や、出発地におけるアンケート調査、観光入込客統計調査や消費

額調査などの各種調査事業や観光関連ビッグデータや Webマーケテ

ィングデータの活用など、多面的かつ総合的なリサーチを行い、

MICE を含めた大阪観光局の全部門の事業を進めていく。 

 

・金融機関や観光関連事業者とのデータ共有、また大手カード会社から

の消費に関するデータなど、より広くデータの収集を図るとともに、

有効な分析ができる更なる体制を整える。 

 

・観光マーケティングの専門家からアドバイスを受けるなどして、観光

施策全般を支える戦略的なマーケティングを行う。 

 

（2）Wi-Fi を活用したビッグデータの分析 

・Osaka Free Wi-Fiのネットワークを活用したビッグデータの収集と

分析により来阪者の動向分析を行う。 

 

（３）大阪観光データベースの構築 

・マーケティング・リサーチで得られたデータのデータベース化の整備

を進めてきたが本年度は、それを大阪府、大阪市、府内市町村および

関係諸団体で活用できる大阪観光データベースとして運用していく。 

 また、AI を活用したデータベースの構築も検討し、総合的な大阪観光

データベースの構築をめざす。 

 

・このデータベースを活用し、「大阪観光マーケティングレポート」及

び一部基礎データに関しては、賛助会員サービスとして提供し、また

有料の観光データアーカイブとして販売することも検討する。 

 

2 マーケティング戦略に基づく的確なプロモーション 

（1） 新たなプロモーションの本格実施 

① 事業戦略に基づくプロモーションの実施 

・これまでのアジア（東南アジアを含む）地域に加え、旅行先進国であ

る欧米や豪州、経済成長が見込まれるインドなど、DMO 事業戦略や

マーケットリサーチに基づいて、プロモーション事業を継続する。 
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② 新規観光コンテンツの推進 

・「スポーツ」「食」「ウェルネス」「文化・エンターテインメント」な

ど、大阪ならではの観光素材を中心に各関係団体との連携を深めてき

たが、更なる魅力向上のための事業やプロモーション展開をはかる。 

 

③ 大阪ブランディングの展開 

・さまざまな観光プロモーションの機会において、新しいキャッチコピ

ー「DOWNTOWN of Japan」をロゴマークと共に広く PRし、世

界における国際観光都市「大阪」のさらなる認知度の向上をめざす。 

 

（2）海外プロモーション 

①市場別プロモーションの実施 

・ターゲット市場へのマーケティング・リサーチを実施、それぞれの市

場の旅行情報・形態・トレンドセッター等を把握し、戦略的なプロモ

ーション活動を行う。 

 

・DMO 事業戦略に沿って、優先ターゲット市場として深耕市場である

東アジア地域や、アクティブ市場である東南アジア地域、また欧米豪

市場へは観光庁の政策により強力なキャンペーン展開が行われること

から、国の事業展開を意識した効果的なプロモーションを行う。個人

旅行が多いため、メディアを活用したプロモーションやデジタルマー

ケティングを中心に、現地観光展の出展など観光地としての大阪の知

名度向上を図る。 

 

・ハラルの食事提供場所や祈祷室等の所在が分かる PRツール「ムスリ

ムフレンドリーマップ」の制作に協賛し、大阪でのムスリムの旅行客

への受入環境を積極的に推進する。 

 

②他団体との連携 

・関西広域連合や近隣府県、神戸市・堺市、関西観光本部などとの 

 連携による関西広域でのプロモーションをさらに進める。 

 

・府域自治体の友好都市や大阪市姉妹都市などの周年事業との連携や水 

都大阪コンソーシアム、関西観光本部などの関係観光団体等との連携 

についても積極的に推進する。 
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③海外からの教育旅行誘致 

・教育旅行チームの陣容を拡充し、専任の学校交流コーディネーターに

よる海外と大阪の学校との交流促進を図るとともに、新たな国から誘

致をはかるなど、海外から大阪・関西への教育旅行誘致促進を図る。 

 

・訪日教育旅行の誘致においては、近隣府県と連携した海外プロモーシ

ョンの実施やセミナー商談会の参加、海外の教育旅行関係者のファム

トリップなどを実施する。 

 

④ その他プロモーション事業 

・市場別のプロモーション以外に、クルーズの誘致活動、ムスリム観光 

客の受入推進やプロモーションの為の PR ツールの制作、ナイトツー

リズム振興のための夜の観光体験プログラムを紹介する PR ツールの

制作など、テーマや特定市場に向けたプロモーションを実施する。 

 

（3）国内プロモーション 

①国内旅行業者へのプロモーション等 

・各地旅行会社へ、個人及び団体旅行の商品造成、修学旅行の誘致を促

進するために、観光施設、宿泊施設、府内市町村等と連携してプロモ

ーションを実施する。 

 

・個人及び団体旅行の誘致については、首都圏を中心に、各地へのプロ

モーションを展開、国内からの修学旅行についても継続した誘致プロ

モーションを実施し、旅行目的地としての大阪の認知度を向上させ

る。 

 

・首都圏においては、商圏としてのポテンシャルが高いため重点的なマ

ーケティングを実施する。情報発信、現地プロモーションなど集中的

な事業展開や旅行会社、鉄道会社などとのタイアップによる商品開発

を促す。 

 

②ツーリズム EXPO2018 ほか国内観光展への出展 

・国内最大の旅行博であるツーリズム EXPO2018 については、関係 

部署一体となって臨み、首都圏での大阪の観光魅力を発信する。なお 

2019 年は大阪での開催が決定しており、本年度は、事務局として関 
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係事業者との実行委員会を立ち上げ、主催者と連携し、万全の開催準 

備を整える。 

 

・国内にて開催される観光展にも、観光施設、府内市町村等と連携して

出展し、大阪の魅力を発信する。 

 

③ＪＲ各社や航空会社との連携プロモーション 

・首都圏、東日本、九州地域をターゲット地域とし、JR各社や航空会

社と連携してプロモーションを展開する。 

 

   ④新施設等と連携したプロモーション 

   ・大阪城新施設の開館（MIRAIZA OSAKA-JO、JO-TERRACE 

OSAKA など）や、あべのハルカス新施設（エッジ・ザ・ハルカ

ス）、太陽の塔内部公開、パナソニックミュージアムなど、話題の観

光施設などと連携したプロモーションを展開する。 

 

3 世界に評価される魅力的な観光地づくり 

（1）24 時間観光都市をめざした取組み 

・24 時間空港である関西国際空港を擁する強みを活かして、国内外か

ら観光客を呼び込み、早朝から深夜まで観光を楽しめる情報や PRツ

ールの充実を図る。 

 

・大阪府、大阪市とも協力し、いわゆる夜間経済指標の数値化に取り組

む。また、ナイトツーリズムの推進のための実証実験（Osaka Night 

Out）を通じて、夜の観光コンテンツの充実につなげていく。 

 

（2）富裕層対策 

・「文化・エンターテイメント」「食」「ウェルネス」などを含め、大阪

の魅力的な観光素材の付加価値をあげ、欧米などの富裕層に向けた観

光魅力を充実させ、大阪での消費額の向上を図るとともに、環境整備

を行う。 

 

・2019 年ラグビーワールドカップに来日する富裕層を大阪に取り込め

るよう、環境整備や情報発信に取組む。また、魅力創造・観光素材開

発を通じ、大阪府域への誘導を図る。 
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（3）観光商品開発 

・大阪府域の観光素材の掘り起こしと商品化に取組む。また教育旅行向

け商品開発や外国人向け体験プログラムの開発についても継続的に取

組む。 

 

・主力商品である「大阪周遊パス」については、無料入場施設等の見直

しや無料施設の増加、拡大版商品である「万博記念公園版」の造成に

より、商品魅力の向上ができ、本年度は売上げ増加と更なる魅力付け

をめざす。 

 

・「食」「スポーツ」「ウェルネス」をテーマとした観光商品造成の取組

みや「ナイトエンターテイメントの開発」など大阪での消費を促す体

験コンテンツやプログラムの充実に引き続き積極的に取組む。 

 

（4）府内市町村連携 

①府内市町村・広域連携事業 

・府内市町村・観光振興団体・地域観光関連団体等と連携を密にし、府

内市町村の観光素材のさらなる魅力充実に向けて重点エリア、重点テ

ーマを中心とした魅力創造事業に取組む。 

 

・大型スポーツイベントを控え、多くの外国人観光客が見込めるエリア

については、地元関係者との一層の連携や、外国人観光客の玄関口と

なる関西国際空港との連携による受入環境整備にも取組む。 

 

②天神祭等伝統行事 

・日本三大祭のひとつ天神祭を広くＰＲするために Webや印刷物によ

る情報発信を行うとともに、観覧席の設営や奉拝船の運航など、大阪

への集客を図る。 

 

・インバウンド誘致に向けた旅行商品化に努めるほか、その他の伝統行

事についてもＰＲや観光客誘致につながるよう関係先と連携する。 

 

（5）大規模スポーツイベントへの対応 

・スポーツゴールデンイヤーと言われる、2019 年ラグビーワールドカ

ップ、2020 年東京オリンピック・パラリンピック、2021 年ワー

ルドマスターズゲームズ 2021 関西を控え、多くの外国人観光客の
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来阪が見込めるため、戦略的なマーケティング活動、受入環境の充実

を進める。 

 

   ・この機会を捉え、スポーツツーリズムの振興を図り、スポーツ振興を

通じた国内外からの誘客やスポーツ関連事業の消費拡大をめざし、平

成 29 年 12 月に設立した「大阪・関西スポーツツーリズム＆MICE

推進協議会」をベースに、官民一体となった事業の連携を図る。 

 

（6）関西・西日本のハブとしての広域観光の推進 

  ・歴史・文化、食、自然など観光資源の宝庫ともいえる関西の中心にあ

る立地と、それらが充実した公共交通機関で結ばれている優位性を活

かして、「大阪+α」の滞在型旅行の提案など広域観光ルートを確立

し、観光客を大阪市のみならず、府域全体、さらには関西・西日本観

光につなげていく。 

 

（7）「観光ダイバーシティーのまち・大阪」への取り組み 

  ・積極的な旅行への消費活動が注目されていることから世界の観光傾向

として LGBT 旅行客の誘致の活発化が進んでいる。日本においても 

   行政、自治体、民間事業者における性的マイノリティーの方への環境

整備が始まっている。今後、世界の観光機関も注目する LGBT マー

ケットについて新しい観光マーケットの掘り起こしや、行政、関連団

体、観光事業者と共に受入環境整備など取組みの検討を行う。また、

性的マイノリティーに留まらず、ユニバーサルツーリズムも含めた 

   「観光ダイバーシティーのまち・大阪」に向けた取り組みも協議して

いく。 

 

4 「世界の観光都市・大阪」ブランディング 

（1）世界に通用する観光資源のブランド化 

・「DOWNTOWN of Japan」のキャッチフレーズのもと、国際観光都

市「OSAKA」を世界に発信し、大阪の観光資源である、「水都大

阪」、「スポーツ」「文化・エンターテインメント」、「食」、「ショッピ

ング」、「ウェルネス」、「ポップカルチャー」、「ものづくり」、「歴史的

な建造物」など、世界に通用する魅力的な観光資源の付加価値をあげ

ることにより、さらなる誘客につなげる。 
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（2）広報・情報収集の充実 

・定例記者会見・プレスリリースといった国内広報業務に加えて、在関

西領事館等や外国人記者とのネットワーク、海外有力メディアや各種

媒体への情報提供など多面的な国際広報としての情報発信を行う。 

 

・観光関係者や賛助会員、企画委員会等から広く意見を聞き、事業展開

に活かしていく。 

 

5 Webを重視した情報発信 

（1）インターネットによる情報発信力の向上 

・リニューアルをした大阪観光局公式ウェブサイト（OSAKA INFO）

にて新しい観光コンテンツの発信、データ収集、データ分析機能を活

用しながらトレンドを分析し、動画や SNS による魅力ある観光情報

の発信を行い世界に向けた戦略的な情報発信を展開する。 

  

・OSAKA INFO については、引き続き多言語（日・英・繁・簡・韓・

タイの６言語）で展開し、イベント・特集などの情報を、また

Twitter、Facebook、sina weibo、WeChat など、様々な SNS ツ

ールを使った魅力ある観光情報を、ウェブサイト同様に、多言語

（日・英・繁・簡・韓・タイの６言語）で発信し、PV 数の増加に向

けての取組みなど、総合的な観光情報発信の強化に取組む。 

 

（2）プロモーションツールの電子化 

・ガイドブック、マップなどのプロモーションツールの電子化を行い、

観光客の利便性の向上を図る。 

 

6 世界有数の高付加価値経済 MICE 戦略都市の実現 

（1）明確な戦略に基づく MICE 誘致の推進 

①戦略に沿った MICE 事業の展開 

・府市経済界で構成する「大阪 MICE 推進委員会」にて策定された「大

阪における MICE 推進方針」に沿ってオール大阪での MICE 事業を推

進していく。 

 

・特にスポーツおよび食関連 MICE、その他大型イベントに関しても、

誘致に関する情報収集や開催支援などを行っていく。 
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②MICE 専門人材の配置 

・戦略的に事業を進めるため、MICE の専門家を配置するとともに、今

後の MICE 誘致を担う人材育成を行う。 

 

③MICE 誘致体制の構築 

・MICE の誘致に当たっては、産官学挙げての誘致体制が必要であるこ

とから、昨年に「大阪 MICE 推進委員会」を設立し、MICE 関連事業

者も含めた誘致関係者が一体となった効率的なプロモーションを継続

して展開していく。 

 

・大阪 MICE ビジネスアライアンス（大阪観光局が事務局である MICE

関連事業者のネットワーク組織）や大阪 MICE クラスター（地域のエ

リアマネージメント組織等と連携したエリア MICE 推進のためのネッ

トワーク）を中心として MICE 関連業界及び地域団体との更なる連携

を推進する。またユニークべニューの開発に向けた取組についても、

アライアンスやクラスターの参画メンバー等と連携し、新たなべニュ

ーの開発や活用を推進する。 

 

（2）MICE 事業の更なる展開 

①MICE ビジネスアライアンス事業の継続 

・大阪 MICE ビジネスアライアンス組織の充実に努め、恒常的な情報交

換、国際 MICE エキスポへの出展、創出型 MICE の実施検討、セミナ

ー、共同プロモーション等の実施を通じて大阪の MICE 事業者全体の

底上げを推進する。 

 

②大阪 MICE デスティネーションショーケースの実施 

・大阪 MICE デスティネーションショーケースについて、MICE クラス

ター単位での出展や、大阪ならではのテーマ性のあるパーティーを開

催するなど、MICE 開催地としての大阪の魅力を大きく発信し、新た

な顧客獲得につなげる。 

 

③コンベンション及びインセンティブ誘致・支援事業の実施 

・指定寄付金を原資とした MICE 開催支援制度に関しては、戦略的な先

行営業支援施策として継続して実施する。 
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④MICE 情報発信 

・既存の MICE ガイドブックを活用するとともに、MICE 専門情報誌な

どのツールも利用していく。また、各 MICE クラスターでのパンフレ

ットも関係機関や施設とともに制作し、MICE 都市大阪の情報発信や 

 誘致につなげる。 

 

・大阪観光局公式ウェブサイト（OSAKA INFO）の MICE 専用ページ

やメールマガジンを活用し、MICE 事業者へのより有効でタイムリー

な情報発信を行う。またメルマガの配信は継続して MICE 担当で実施

する。 

 

（3）企画調査 

・世界的なトレンドの把握や統計情報の入手のため、MICE 視察研修や

MICE 関連団体へ加盟する。 

 

7 世界最高水準の受入環境整備の促進 

（1）24 時間コールセンターの運用 

・昨年開設された 24 時間多言語コールセンター（観光コンシェルジェ

機能、病院案内機能）の運用にあたり、観光案内機能も充実させる 

 などにより有用なコールセンターになるよう、引き続き改善を図って

いく。 

 

・コールセンターを運用する中で蓄積されるデータ等については、局内

で共有し、事業遂行に役立てるとともに、府内市町村の観光案内所等

とネットワークを構築し、情報共有を図っていく。 

 

（2）観光案内所 

   ①大阪・難波観光案内所の運用 

   ・大阪観光案内所（トラベルサービスセンター大阪（愛称：おもてなし

ステーション）は、大阪府から受託事業として、総合案内機能を実施

し来阪観光客への満足を高める案内に努める。 

 

   ・難波観光案内所については、関西国際空港からの玄関口としての役割

がますます増しており、主に関空を利用し増加傾向にある来阪観光客

への満足を高める案内に、より一層努める。 
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②観光案内所のあり方検討 

・観光局の観光案内所において、来訪者の質問項目等のデータを集約

し、府域の観光案内所にフィードバックする方策の検討や自治体のヘ

ルプデスク機能、広域観光案内に対応する案内所機能を検討する。 

 

・その他、難波案内所の拡張のため、移転の可能性も含めて検討を進め

る。 

 

 （3）ターミナル及び観光地における案内表示の改善 

・訪日観光客の急増で顕在化してきた案内表示の分かりにくさを解消し

「観光客にやさしい街・大阪」の取組みを進める。 

 

・大阪・梅田駅において、鉄道事業者や地下街管理者、道路管理者、行

政等の関係者による「大阪・梅田駅周辺サイン整備検討協議会（仮

称）」を立ち上げ、改善に向けた協議や取組みを進める。 

 

（4）ガイドブック、マップ [再掲] 

・インバウンド旅客の急激な増加にともないガイドブック、マップの制

作部数は増加しているが、ガイドブックの電子書籍化・デジタル化や

多言語化を進め、より観光客に役立つツールにしていく。 

 

（5）Osaka Free Wi-Fi 推進事業 

・Osaka Free Wi-Fiについてはパブリックスペースにおける設置拡充

と府域における未整備地区の解消をめざし、さらに拡充していき、 

    Wi-Fi 利用から得られた利用者の属性や、移動実績による来阪者の動 

    向データなど、ビッグデータの収集・分析を図る。 

 

 （6）宿泊施設の多様化への対応 

 ・宿泊施設の多様化が進んでいる現状において、マーケティング調査 

  により宿泊者の属性などについてさらなる分析を進め、富裕層をはじ

め各種のニーズに対応できる宿泊施設や関係者とともにマーケティン

グや受け入れ整備などの対応を進める。 

 

・民泊については、大阪府・市のいわゆる民泊条例（大阪府/市国家戦

略特別区域外国人滞在施設経営事業に関する条例）、簡易宿泊民泊、

いわゆる民泊新法など、国の動向を見極めつつ、安心・安全で良質の
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部屋が供給されるよう、関係機関との連携を図る。 

 

（7）大阪府の宿泊税対象事業との調整・連携 

・Osaka Free Wi-Fi設置促進事業や、トラベルサービスセンター大阪

運営事業、食でおもてなし・多言語メニュー作成支援事業などについ

て、大阪府と協力、連携し、大阪における観光インフラの充実を図

る。 

 

（8）高規格で質の高い観光サービスへの対応 

   ・来阪する観光客の満足度向上には、観光施設で接する従業員の質を高

めることが必要であり、教育機関や民間事業者と連携するなど、観光

産業の生産性向上の寄与に努める。 

 

・賃金水準の向上、観光産業への有為な人材の確保や育成が図られるよ

う、関係者に働きかけていく。 

 

8 フィルムコミッション 

・映画、ドラマ等のロケ誘致やロケ地の紹介、エキストラの手配などの

支援を行うフィルムコミッション事業を引き続き推進する。 

 

・大阪が舞台やロケ地の映画、ドラマ作品を活用した観光プロモーショ

ンや、インバウンド誘致と連動したロケ誘致などプロモーション事業

での活用を推進する。 

 

・映像産業の誘致など、府内経済の活性化に結び付くよう、工夫してい

く。 

 

9 自主財源の確保 

（1）新規事業の開発検討 

・観光客の利便性向上に寄与できる周遊パスに匹敵する新たな独自商品

の開発を引き続き検討する。また、周遊パスの府域への地域拡大の検

討を行う。 

 

（2）新たな自主財源の確保 

・オフィシャルスポンサーとして、現在 4 社（うち１社条件協議中）が

決定しているが、引き続きスポンサー拡大のための活動を進める。 



 

- 18 - 

 

 

・大阪観光ロゴや、新たなキャッチフレーズ「DOWNTOWN of 

Japan」を使ったオリジナルグッズを作成するなど、自主財源の拡充

となるような収益事業を進める。また、これらのロゴマークを使うラ

イセンスビジネスなど、新たな自主財源の確保に向けた検討を継続す

る。 

 

・新たな賛助会員の獲得にむけて、さまざまな機会を捕らえ PR 活動 

 を行っているが、引き続き大阪観光局に協力いただける方々のすそ野

を広げ、賛助会員加入の拡大に向けての活動を行う。 

 

（3）賛助会員向け事業の展開 

①セミナーなどの開催 

・観光関連業界の動向や観光情報の指標などの観光に関する最新情報を

含め、観光事業において有益となるセミナーや会員同士の交流となる

集いを開催する。 

 

②情報の発信 

・賛助会員情報をホームページに掲載し、会員相互の交流を図るととも

に、大阪観光データベースを一部開放するなど、有用な情報を会員に

届けていく。 

 

（4）「大阪周遊パス」事業の展開 [再掲] 

①商品魅力向上の展開 

・利用エリアの府内市町村への拡大に向けて検討を進める。今年度は、

「万博記念公園版」を販売開始し、千里地区への範囲拡大による府内

への送客の拡大図る。今後もエリア拡大を含め、大阪周遊パスの更な

る魅力向上を図る。 

 

②IC カード化に向けた検討 

・将来の IC カード化をにらんで、システムの在り方を検討し、システ

ム構築の準備を進める。 

 

10 その他 

（1）IR、万博誘致への協力 

・大阪への IR誘致については、IR推進会議において、さまざまな視点
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からの議論が行われているが、観光政策、都市政策、文化政策、地域

振興という観点から議論が深まるよう、引き続き関係者を支援してい

く。 

 

・大阪市の夢洲では、2025 年万博の誘致も進められていることから、

国内外でのプロモーション活動や関係各所への PRなど誘致に向け

て、関係機関に協力していく。 

 

（２）百舌鳥・古市古墳群世界文化遺産登録への協力 

   ・堺市にある百舌鳥古墳群と羽曳野市・藤井寺市にある古市古墳群につ

いて、大阪初となる世界文化遺産登録の実現に向けて、関係機関に協

力していく。 

 

（３）観光政策に対する有益な提言 

 ・大阪は、DMO 法人の先駆者として日本全体の DMO をけん引する役

割を果たしていく。観光局の事業活動等を通じて得られる重要な論

点については、関係機関に提言するなど、より観光団体が活動しや

すい環境づくりをめざす。 
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